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政策保有株式の縮減状況について 

 

当社は、2024 年６月 28 日公表の有価証券報告書に記載のとおり、中期経営計画「integration 1.0」の

最終年度 2027 年３月末までに、保有する政策保有株式を約 100 億円縮減し、2027 年３月末時点における連

結資本合計に対する政策保有株式の保有比率（※）を 10％以下とすることを目指しておりますが、2025 年

３月期において、以下のとおり政策保有株式の売却を実施し、上記目標を前倒しで達成いたしました。今後

も経済合理性や保有意義などについて検証を行った上で、政策保有株式の保有について総合的に判断してま

いります。 

 
※有価証券報告書の「保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式」の「貸借対照表計上額の合計額」からイノベー

ション投資目的の株式（2025 年３月末時点で８銘柄、5,768 百万円）および PT.CISARUA MOUNTAIN DAIRY TBK のような

海外戦略事業パートナーへの投資（2025 年３月末時点で 4,624 百万円）を除く。 

 

 2024 年３月末 売却(縮減)状況 2025 年３月末 

貸借対照表計上額 24,377 百万円 11,883 百万円 16,820 百万円 

連結純資産 176,000 百万円 － 188,128 百万円 

連結純資産比率 13.9％ － 8.9％ 

【補足】 

① 2025 年３月末の貸借対照表計上額は、株価変動等による増加分が加味されております。 

② みなし保有株式に該当する株式は保有しておりません。 

③ 当社グループは国際会計基準に基づき連結財務諸表を作成しており、株式を「その他の包括利益を通じ

て公正価値で測定する金融資産」に分類しているため、連結財務諸表においては投資有価証券売却益の

計上はなく、2025 年３月期の親会社の所有者に帰属する当期利益への影響は軽微です。 

 

 



 

 

＜参考＞ 

有価証券報告書の「保有目的が純投資以外の目的である投資株式」の「貸借対照表計上額の合計額」に記載

する金額は以下の通りです。 

 2024 年３月末 2025 年３月末 増減 

銘柄数 97 銘柄 91 銘柄 ▲６銘柄 

貸借対照表計上額（a） 35,557 百万円 27,214 百万円 ▲8,343 百万円 

連結純資産 176,000 百万円 188,128 百万円 12,128 百万円 

連結純資産比率 20.2％ 14.5％ ▲5.7％ 

イノベーション投資目的の投資（b) 5,913 百万円 5,768 百万円  

海外戦略事業パートナーへの投資（c) 5,265 百万円 4,624 百万円  

政策保有株式＝（a）- (b）-（c） 24,377 百万円 16,820 百万円  

 

以上 


